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は 、 円周 方 向 に並 列 され た複 数 の テ ィー ス 2 2 か らな るテ ィー ス群 2 4 , 2 5 が 軸 方 向 に 2 列 並 べ られ て
構 成 され 、 軸 方 向 に 隣 り合 う第 1 テ ィー ス 群 2 4 と第 2 テ ィー ス 群 2 5 は 、 円周 方 向 に 1 ノ 2 テ ィー ス
ピッチ ず れ て配 置 され て い る。



明 細 書

発明の名称 ：モータ

技術分野

[0001 ] 開示の実施形態は、交流モータに関する。

背景技術

[0002] 例えば、回転型モータを構成する固定子は、円環状のヨークと、ヨークか

ら径方向内側に突出する複数のティ一スと、隣接するティース間に形成され

るスロットとを備えた鋼板が積層された固定子鉄心を有する。巻線は、固定

子鉄心のスロッ卜内に挿入されつつティースに巻装される。巻線の巻装形態

には、集中巻き方式と分布巻き方式がある。集中巻き方式とは、ティースご

とに巻線が巻装される形態であり、分布巻き方式とは、複数のティースに跨

つて巻線が巻装される形態である。これらの方式で巻線が巻装された固定子

を有するモータが、例えば特許文献 1 に記載されている。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 1 _ 1 2 8 4 0 4 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0004] 一般に、集中巻き方式によれば、ティースごとに巻線が巻装されることか

ら、固定子鉄心端部からの巻線端部 （コイルエン ド）の突出長を分布巻き方

式に比べて短くすることができ、モータの小型化を図り易いという利点があ

る。また、スロット断面に対する巻線断面の比からなる占積率を高め易く、

生産効率も高いという利点もある。一方、分布巻き方式によれば、巻線の作

り出す磁束密度分布を正弦波により近くすることができるという利点がある

[0005] ところで、近年、希土類磁石の原料であるN d (ネオジム）や D y (ジス

プロシゥ厶）の高騰により、モータのレアアースフリー化の機運が高まって



いる。 そ して、 レアアースフ リー化 に好適なモータと してよ く挙 げ られるの

が、 ィンダクシ ョンモータや同期 リラクタンスモータである。

[0006] インダクシ ョンモータや同期 リラクタンスモータに対 しては、固定子の界

磁 による磁束密度分布が正弦波 に近い方が好 ま しいとされている。 このため

、分布巻 き方式が採用されるのが一般的である。 しか しなが ら、 モータの体

格の小型化は一般的技術課題 と して常に要請 されてお り、 その観点か らは集

中巻 き方式の方がよ り望 ま しい。 したが って、小型化が可能な集中巻 き方式

を採用可能なィンダクシ ヨンモータや同期 リラクタンスモータが切望 されて

いた。

[0007] 本発明はこのような問題点に鑑みてなされたものであ り、巻線 を集中巻 き

とすることが可能なィンダクシ ヨンモータや同期 リラクタンス モータを提供

することを目的 とする。

課題を解決するための手段

[0008] 上記課題 を解決するため、本発明の一の観点によれば、磁気的空隙を介 し

て相対移動可能 に対向配置 された固定子 と可動子を備 えたモータであ って、

前記固定子及び前記可動子のいずれか一方は、 ヨークと、前記 ヨークか ら前

記磁気的空隙側 に突出 して設 け られた複数のテ ィースと、前記テ ィースごと

に集中巻 き方式で巻 き付 け られた複数の巻線 と、 を有 し、前記複数のテ ィ一

スは、相対移動方向に並列された複数のテ ィースか らなるテ ィース群が前記

相対移動方向に垂直な方向に複数列並べ られて構成 され、前記相対移動方向

に垂直な方向に隣 り合 う第 1 テ ィー ス群 と第 2 テ ィー ス群 は、前記相対移動

方向に 1 / 2 テ ィース ピッチずれて配置 されているモータが適用される。

発明の効果

[0009] 本発明によれば、 インダクシ ョンモータや同期 リラクタンスモータにおい

て巻線 を集中巻 きとすることがで きる。

図面の簡単な説明

[00 10 ] [ 図 1 ] 第 1 の実施形態 に係 るモータの全体構成 を表す縦断面図である。

[ 図 2 ] 図 1 中 I I _ I I 断面 に相 当する横断面図である。



[ 図3] ティースの先端に設けた磁束交差部材の構造を説明するための説明図で

ある。

[ 図4 ] ティ一ス、巻線及び磁束交差部材の配置構成を説明するための説明図で

ある。

[ 図5]磁束密度分布を解析するためのモデルを説明するための説明図である。

[ 図6]磁束密度分布の解析結果を説明するための説明図である。

[ 図7]磁束交差部材を板状部材とする変形例を説明するための説明図である。

[ 図8]板状部材である磁束交差部材の詳細構造の一例を説明するための説明図

である。

[ 図9]板状部材である磁束交差部材の積層鋼板の一例を説明するための説明図

である。

[ 図 10] スロッ 卜コンビネ一ションのバ リエ一ションを説明するための説明図

である。

[ 図 11] 第 1 の実施形態をリニアモータに適用 した場合の全体構成を表す縦断

面図である。

[ 図 12] 第 2 の実施形態に係るモータの全体構成を表す縦断面図である。

[ 図 13] 図 1 2 中 X I I I - X I I I 断面に相当する横断面図である。

[ 図 14] ティース、巻線の配置構成を説明するための説明図である。

[ 図 15] 円筒導体に設けたス リッ 卜の機能を説明するための説明図である。

[ 図 16] 可動部速度に対する推力を解析するためのモデルを説明するための説

明図である。

[ 図 17] 可動部速度に対する推力の解析結果を説明するための説明図である。

[ 図 18] 第 2 の実施形態をリニアモータに適用 した場合の全体構成を表す縦断

面図である。

発明を実施するための形態

[001 1] < 第 1 の実施形態>

まず、第 1 の実施形態について図面を参照 して説明する。

[001 2 ] < 1 - . モータの構成>



まず、本実施形態 に係 るモータ 1 0 0 の全体構成 について説明する。本実

施形態では、 モータ 1 0 0 が 3 相交流 を用いた回転型のイ ンダクシ ョンモ一

タであ り、断面のス ロッ 卜コンビネーシ ョンが永久磁石同期 モータで言 うと

ころの 2 ポール 3 ス ロッ ト （2 P 3 S ) である場合 を一例 と して説明する。

図 1 及び図 2 に示すように、 モータ 1 0 0 は、 回転軸 1 と、 フ レーム 2 と、

フ レーム 2 の一方側 （図 1 中右側）端部 に設 け られた プラケ ッ ト3 と、 ブラ

ケ ッ 卜3 に外輪 が嵌合 された軸受 4 と、 フ レーム 2 の他方側 （図 1 中左側）

端部 に設 け られた ブラケ ッ 卜5 と、 ブラケ ッ 卜5 に外輪 が嵌合 された軸受 6

とを備 えている。 回転軸 1 は、軸受 4 と軸受 6 によ り回転 自在 に支持 されて

いる。

[001 3] 回転軸 1 には、 当該回転軸 1 と同一軸心 となるように回転子 1 0 (可動子

の一例 に相 当）が設 け られている。 回転子 1 0 は、 円環状 の鋼板 が軸方向に

積層 されて形成 された積層鉄心体 1 1 と、 この積層鉄心体 1 1 の外周 に固定

された銅又 はアル ミ製 の円筒導体 1 2 とを有 している。 また、 フ レーム 2 の

内周 には、 固定子 2 0 が設 け られている。 回転子 1 0 と固定子 2 0 とは、磁

気的空隙 S を介 して半径方向に対向配置 されてお り、 回転軸 1 の回転 によ り

円周方向に相対移動可能な構成 とな っている。

[0014] なお、 回転子 1 0 の構成 は上記 に限 らず、積層鉄心体 1 1 の外周 を貫通 さ

せた複数 の棒状 の導体の両端 を端絡環 に固定 した構造 （いわゆる 「か ご形構

造」） と してもよい。

[001 5] 固定子 2 0 は、 円筒状 の ヨー ク 2 1 と、 ヨー ク 2 1 か ら磁 気的空隙 S 側 （

半径方向内側） に突出 して設 け られた複数 （この例 では 1 2 ) のテ ィース 2

2 と、各テ ィース 2 2 ごとに集 中巻 き方式で巻 き付 け られた複数 （この例 で

は 1 2 ) の巻線 2 3 とを有 している。 ヨー ク 2 とテ ィース 2 2 は、鋼板 を

軸方向に積層することで形成 されている。複数 のテ ィース 2 2 は、 円周方向

に並列 された複数 （この例 では 6 ) のテ ィース 2 2 か らなるテ ィース群 2 4

， 2 5 が軸方向に複数列 （この例 では 2 列）並べ られて構成 されている。以

下、軸方向一方側 （図 1 中右側）のテ ィース群 を第 1 テ ィース群 2 4 、軸方



向他方側 （図 1 中左側 ）のテ ィー ス群 を第 2 テ ィー ス群 2 5 と呼称 す る。 図

4 に示 す よ うに、相対移動方 向 に垂 直な方 向 （回転軸 1 の軸方 向。 図 4 中上

下方 向） に隣 り合 う第 1 テ ィー ス群 2 4 と第 2 テ ィー ス群 2 5 は、相対移動

方 向 （円周方 向。 図 4 中左右方 向） に 1 / 2 テ ィース ピッチずれて配置 され

ている。 なお、 図 4 は、説 明の便宜 のため、 円周方 向 に配置 された各テ ィ一

ス 2 2 等 を平面上 に配置 した状態 で示 している。

[001 6] モ ー タ 1 0 0 が有 す る複数 の巻線 2 3 は、 第 1 テ ィー ス群 2 4 に巻 き付 け

られた第 1 巻線群 2 7 と、 第 2 テ ィース群 2 5 に巻 き付 け られた第 2 巻線群

2 8 を有 している。 これ ら第 1 巻線群 2 7 と第 2 巻線群 2 8 とは、巻線 2 3

の巻 き方 向がモー タ 1 0 0 の ス ロッ 卜コン ビネ一シ ョンに応 じて決定 され、

同相 同士の電気角 が略一致 す るよ うに配置 されている。具体 的 には、 モ ー タ

1 0 0 の ス ロッ 卜コン ビネ一シ ョンは上述 した よ うに断面 のス ロッ 卜コン ビ

ネ一シ ョンが永 久磁 石 同期 モー タで言 うところの 2 ポール 3 ス ロッ 卜 （2 P

3 S ) であ るため、 図 4 に示 す よ うに、 第 1 巻線群 2 7 と第 2 巻線群 2 8 の

巻線 2 3 の巻 き方 向は互 いに反対 とな る。 なお、 図 4 に示 す U 、 V 、 W は U

相、 V 相、W相 に対応 す る各巻線 2 3 を示 してお り、 これ らと巻 き方 向が反

対 であ る巻線 2 3 をそれ ぞれ U 、 V 、 W で図示 している （他 の図 も同様 ）。

また、 図 4 に示 す よ うに、 第 1 テ ィース群 2 4 と第 2 テ ィース群 2 5 の同相

のテ ィース ピッチは、互 いに電気角 で略 1 8 0 度 ずれ るよ うに配置 されてい

る。 この よ うに、 第 1 巻線群 2 7 と第 2 巻線群 2 8 とは、巻 き方 向が反対 で

あ る同相 の巻線 2 3 が電気角 で略 1 8 0 度 ずれて、 第 1 テ ィース群 2 4 と第

2 テ ィース群 2 5 の同相 のテ ィース ピッチは、互 いに電気角 で略 1 8 0 度 ず

れ るよ うに配置 され る結果、 1 8 0 度 （巻 き方 向 によるずれ） _ 1 8 0 度 （

テ ィース ピッチ によるずれ） = 0 度 とな り、 同相 同士の電気角 が略一致 す る

配置 とな っている。

[001 7] 各 テ ィース 2 2 の磁 気的空隙 S 側 の先端 には、磁 束交差部材 2 6 が それ ぞ

れ設 け られている。磁 束交差部材 2 6 は、 第 1 巻線群 2 7 を構成 す る巻線 2

3 (以 下適宜、 「第 1 巻線 2 3 」 と呼称 す る。 ） に鎖 交す る磁 束 （以下適宜



、 「第 1 磁 束」 と呼称 す る。 ） と、 第 2 巻線群 2 8 を構成 す る巻線 2 3 (以

下適宜、 「第 2 巻線 2 3 」 と呼称 す る） に鎖 交す る磁 束 （以下適宜、 「第 2

磁 束」 と呼称 す る。 ） とを、 交差 させ るための部材 であ る。 図 3 に、 この磁

束交差部材 2 6 の構造 を示 す。 なお、 図 3 は、説 明の便宜 のため、各巻線群

2 7 ， 2 8 を構成 す る円周方 向 に並列 された 6 つの巻線 2 3 等 の うち、 U 相

、 V 相、 W相 に対応 す る 3 つの巻線 2 3 等 を抽 出す る と共 に、 円周方 向 に配

置 された各巻線 2 3 等 を平面上 に配置 した状態 で示 している。 また、 第 1 巻

線群 2 7 に対応 す る磁 束交差部材 2 6 と第 2 巻線群 2 8 に対応 す る磁 束交差

部材 2 6 とは、 図 4 に示 す よ うに互 いに嚙み合 うよ うに配置 され るが、 図 3

では磁 束交差部材 2 6 の構造 の理解 を容易 とす るため に離 間 させて図示 して

いる。 さ らに、実際 には図 2 に示 す よ うに各巻線 2 3 間 には隙間が存在 す る

が、 図 3 では この隙間の図示 を省略 している。

[001 8] 図 3 に示 す よ うに、磁 束交差部材 2 6 は、 第 1 巻線 2 3 及び第 2 巻線 2 3

の一方 に対応 す るテ ィース 2 2 の先端 か ら他方 に対応 す るテ ィース 2 2 の先

端 に向 けて軸方 向 に延び るよ うに形成 された複数 （この例 では 3 ) の櫛歯 2

6 を有 す る櫛歯状部材 であ る。各櫛歯 2 6 は、 円周方 向か ら見た形状 が

、対 向す るテ ィース 2 2 側 の先端 が尖 った略三角形状 とな るよ うに形成 され

てお り、各テ ィース 2 2 において円周方 向 に略等 間隔 に配置 されている。 図

4 に示 す よ うに、各磁 束交差部材 2 6 は、 中心 に位置 す る櫛歯 2 6 が対 向

す る 2 つの磁 束交差部材 2 6 ， 2 6 の間 に位置 し、 3 つの櫛歯 2 6 1 によ り

形成 され る 2 つの凹部 2 6 2 に対 向す る 2 つの磁 束交差部材 2 6 ， 2 6 の櫛

歯 2 6 1 が各 々揷 入 され る ことで、各磁 束交差部材 2 6 は所定の間隙 を介 し

つつ嚙み合 うよ うに配置 されている。 この よ うな構成 によ り、 第 1 磁 束 と第

2 磁 束 を効率 的 に交差 させ る ことが可能 とな っている。

[001 9] な お、本実施形態 では各磁 束交差部材 2 6 の櫛歯 2 6 の数 を 3 と したが

、 これ に限定す るものではな く、 2 以上 であれ ばよい。但 し、偶数 よ りも奇

数 であ る方 が好 ま しい。 これ は、櫛歯 2 6 1 が奇数 の場合、形成 され る凹部

2 6 2 の数 が偶数 とな るため、 中心 に位置 す る櫛歯 2 6 の両側 に同数 の櫛



歯 2 6 1 を嚙み合わせることが可能 とな り、各磁束交差部材 2 6 を無駄な く

(言い換えれば余 った凹部 2 6 2 が無 く）均一に嚙み合わせて配置すること

ができるか らである。

[0020] また、本実施形態では、櫛歯 2 6 の形状 を円周方向か ら見て略三角形状

となるように したが、 これに限定するものではな く、台形状あるいは矩形状

等、他の形状 と してもよい。

[0021 ] 以上のような構成 により、モータ 1 0 0 の固定子 2 0 と積層鉄心体 1 1 と

の間で磁気回路 を構成 し、円筒導体 1 2 に磁束を通過させることにより、円

筒導体 1 2 に渦電流を発生させ、 この円筒導体 1 2 を通過する磁束 と渦電流

により発生する磁束か ら生ずる電磁力が回転子 1 0 の トル ク （回転力） と し

て作用する。

[0022] < 1 - 2 . 磁束密度分布の解析結果>

本願発明者等は、テ ィ一ス形状等の異なる 2 つのモデル A ， B について、

磁気的空隙 S の磁束密度分布についての解析 を行 った。 この解析結果につい

て、図 5 及び図 6 を用いて説明する。なお、図 5 ではテ ィース形状 を見易 く

するためにヨーク及びテ ィースと巻線 とを分離 して図示 している。

[0023] 図 5 ( a ) に示すモデル A は、スロッ トコンビネーシ ョンが例えば永久磁

石同期モータで言 うところの 2 ポール 3 スロッ ト （2 P 3 S ) であるテ ィ一

ス及び巻線の一般的な形状 をモデル化 したものであ り、比較例 と してのモデ

ルである。すなわち、モデル A では、 3 つのテ ィース 2 2 ' が ヨーク 2 Γ

か ら磁気的空隙 S 側 （図 5 中下側）に突出 して設けられ、 3 つの巻線 2 3 '

が各テ ィ一ス 2 2 ' ごとに集中巻 き方式で巻 き付けられる。

[0024] —方、図 5 ( b ) に示すモデル B は、モデル A と同様のスロッ トコンビネ

—シ ヨンである、本実施形態に対応 したテ ィ一ス及び巻線の形状 をモデル化

したものである。すなわち、モデル B では、第 1 テ ィース群 2 4 と第 2 テ ィ

—ス群 2 5 は、相対移動方向に 1 / 2 テ ィース ピッチずれて配置されている

。 また、第 1 巻線群 2 7 と第 2 巻線群 2 8 の巻線 2 3 の巻 き方向は互いに反

対であ り、同相の巻線 2 3 (巻 き方向は反対）は互いに電気角で略 1 8 0 度



ずれるように配置されている。そして、各ティース 2 2 の先端には、 3 本の

櫛歯 2 6 1 を有する磁束交差部材 2 6 がそれぞれ設けられている。

[0025] 図 6 ( a ) に、モデルA 及びモデル B の鋼板積層方向 （回転軸 1 の軸方向

) 中心断面における磁気的空隙S の磁束密度分布を示す。図 6 ( a ) に示す

ように、モデル B ではモデルA に比べて磁束密度分布が正弦波に近づいてい

るのが分かる。また、モデルA 及びモデル B の磁束密度分布についてのフ一

リエ解析結果を図 6 ( b ) 及び図 6 ( c ) にそれぞれ示す。図 6 ( b ) に示

すように、モデルA では、磁束密度分布が 1次成分 （基本波）のみの正弦波

分布とならず、高調波成分を含むものとなる。高調波成分のうち 2 次成分が

次成分の約 6 0 % となっており、特に大きいことが分かる。

[0026] —方、図 6 ( c ) に示すように、モデル B では、 2 次成分がほぼ0 となり

、 次成分以外の全ての高調波成分の合計が 1次成分の 1 3 %以下となって

いる。これは、第 1巻線 2 3 に鎖交する第 1磁束と第 2 巻線 2 3 に鎖交する

第 2 磁束の 1次成分は電気角の位相が同 じで同 じ大きさとなるが、 2 次成分

は同 じ電気角で同 じ大きさ且つ向きが反対となるので、磁束交差部材 2 6 に

よって第 1磁束と第 2 磁束を交差させることにより、 2 次成分を互いに相殺

することができるからである。 したがって、モデル B では磁束密度分布が正

弦波に近づいていることが、フ一リェ解析結果からも分かる。

[0027] < 1 - 3 . 第 1 の実施形態の効果>

本実施形態のモータ 1 0 0 では、固定子 2 0 が円周方向に 1 / 2 ティース

ピッチずれて配置された第 1ティース群 2 4 と第 2 ティース群 2 5 を有 して

おり、これらの各ティース 2 2 に巻線 2 3 を集中巻き方式で巻き付けた構成

とする。そして、第 1ティース群 2 4 と第 2 ティース群 2 5 にそれぞれ巻き

付けられた第 1巻線群 2 7 と第 2 巻線群 2 8 の巻線 2 3 の巻き方向をスロッ

卜コンビネーションに応 じて決定 し、且つ、同相同士の電気角が略一致する

ように配置する。このようにすることで、上述 したように第 1磁束と第 2 磁

束とを交差させ、特に影響が大きい 2 次成分を互いに相殺することができる

。 したがって、磁束密度分布を主に 1次成分のみとすることができ、巻線 2



3 を集中巻 きと しつつ正弦波 に近い磁束密度分布 を作 り出す ことがで きる。

その結果、 レアァ一スフ リ一化 に好適なモータであるインダクシ ョンモータ

や同期 リラクタンスモータに集中巻 きを適用することが可能 とな り、 モータ

を小型化 しつつ、 レアァ一スフ リ一化 を図ることがで きる。

[0028] また、本実施形態では特 に、複数のテ ィース 2 2 の先端 に磁束交差部材 2

6 をそれぞれ設 け、 この磁束交差部材 2 6 によ り、第 1巻線 2 3 に鎖交する

第 1磁束 と第 2 巻線 2 3 に鎖交する第 2 磁束 とを交差 させる。 これによ り、

第 1巻線 2 3 と第 2 巻線 2 3 を磁気的空隙 S の一方側 （本実施形態では外周

側）に配置することが可能 となる。 その結果、次のような効果 を得 る。すな

わち、磁束密度分布の 2 次成分 を相殺するために、例 えば回転子の軸方向両

側又は径方向両側 に 2 つの固定子を対向配置 させ、 それ ら 2 つの固定子同士

の間で巻線の巻 き方向を互いに反対 にすると共 に、同相の巻線が電気角で略

1 8 0 度ずれるように配置する構成が考 え られる。 この場合、回転子の両側

に固定子を配置 した特殊な構造のモータに しか適用することがで きず、汎用

性が低 いという問題がある。 これに対 し、本実施形態では磁束交差部材 2 6

を設 けることによ り、回転子 1 0 の一方側 （この例では半径方向外側）に 1

つの固定子 2 0 を配置 させ、 その固定子 2 0 の中で第 1及び第 2 巻線 2 3 の

巻 き方向を互いに反対 にすると共 に、同相の第 1及び第 2 巻線 2 3 が互いに

電気角で略 1 8 0 度ずれるように配置することが可能である。 したが って、

回転子 1 0 の外側 に固定子 2 0 を配置 した広 く用い られる構造のモータに適

用することが可能であ り、汎用性が高いという利点がある。

[0029] また、本実施形態では特 に、磁束交差部材 2 6 を複数の櫛歯 2 6 を有す

る櫛歯状部材 とすることによ り、第 1磁束 と第 2 磁束 を効率的に交差 させ、

磁束密度分布の 2 次成分の相殺効果 を高めることがで きる。特 に、櫛歯 2 6

の数 を奇数 とすることによ り、 1 つの櫛歯 2 6 が中心 に位置すると共 に

その両側 に同数の凹部 2 6 2 が対称 に配置 された、対称性のよい磁束交差部

材 2 6 とすることがで きる。 その結果、各磁束交差部材 2 6 を無駄な く （余

つた凹部 2 6 2 が無 く）規則性 をもって均一に嚙み合わせて配置することが



可能 とな り、磁束密度分布の 2 次成分の相殺効果を高めることができる。

[0030] < 1 - 4 . 変形例 >

なお、上記第 1 の実施形態に限 られるものではな く、その趣 旨及び技術的

思想 を逸脱 しない範囲内で種 々の変形が可能である。以下、そのような変形

例 を順 を追 って説明する。

[0031 ] ( ) 磁束交差部材を板状部材 とする場合

上記第 1 の実施形態では、磁束交差部材 2 6 を複数の櫛歯 2 6 を有する

櫛歯状部材 と したが、磁束交差部材の形状 をこれに限定するものではない。

例えば、磁束交差部材を板状の部材 と してもよい。本変形例 について、図 7

乃至図 9 を用いて説明する。なお、図 7 及び図 8 は、説明の便宜のため、前

述の図 3 等 と同様 に、円周方向に配置された各テ ィース 2 2 等を部分的に抽

出 して平面上に配置 した状態で示 している。

[0032] 図 7 に示すように、本変形例では、磁束交差部材 2 9 は、第 1 巻線 2 3 に

対応するテ ィー ス 2 2 の先端 と第 2 巻線 2 3 に対応するテ ィー ス 2 2 の先端

を接続する板状部材 （円周方向に鋼板 を積層 した結果、全体 と して板状 に形

成 される） と して構成 されている。なお、上記実施形態 と同様 に、第 1 テ ィ

—ス群 2 4 と第 2 テ ィース群 2 5 が相対移動方向に 1 / 2 テ ィース ピッチず

れて配置され、第 1 巻線群 2 7 と第 2 巻線群 2 8 の巻線 2 3 の巻 き方向は互

いに反対であ り、同相の巻線 2 3 (巻 き方向は反対）は互いに電気角で略 1

8 0 度ずれるように配置されている。

[0033] 磁束交差部材 2 9 の詳細構造の一例 を図 8 及び図 9 に示す。なお、 これ ら

図 8 及び図 9 では、 ヨーク 2 1 の図示を省略 している。図 8 及び図 9 に示す

ように、テ ィース 2 2 及び磁束交差部材 2 9 は、 3 種類の形状の鋼板 2 9

， 9 2 , 2 9 3 を接着層 2 9 4 を介 して円周方向に積層することにより形

成 される。本変形例でも、上記実施形態 と同様の効果を得 ることができる。

さらに、上記実施形態では磁束交差部材 2 6 の形状が複雑であるため積層構

造が複雑 となるが、本変形例 によればこのように数種類の単純な形状の鋼板

を積層 して形成できるため、固定子 2 0 の構造を簡素化できる。



[0034] ( 2 ) スロッ トコンビネーシ ョンのバ リエーシ ョン

上記第 1 の実施形態では、モータ 1 0 0 のスロットコンビネーションが永

久磁石同期モータで言うところの 2 ポール 3 スロット （2 P 3 S ) である場

合を一例として説明 したが、これに限定するものではなく、種々のスロット

コンビネ一ションのモータに適用することが可能である。適用可能なスロッ

卜コンビネーシ ョンの例を図 1 0 に示す。

[0035] 図 1 0 ( a ) に示すように、スロットコンビネーションが 2 ポール 3 スロ

ッ卜 （2 P 3 S ) のモータに適用 してもよい。この場合、上記実施形態と同

様に、ティースピッチは電気角で 1 2 0 度となるので、第 1ティース群 2 4

と第 2 ティース群 2 5 における同相のピッチ間隔を 1 . 5 ティースピッチず

らし、電気角で 1 8 0 度 （1 2 0 度 X . 5 ティースピッチ）のずれとする

。さらに、第 1巻線群 2 7 と第 2 巻線群 2 8 の巻線 2 3 の巻き方向を互いに

反対とし、電気角で略 1 8 0 度ずれるように配置することで、 1 8 0 度 （テ

ィ一スピッチによるずれ）_ 1 8 0 度 （巻き方向によるずれ）= 0 度となり

、同相同士の電気角を略一致させることができる。

[0036] また図 1 0 ( b ) に示すように、スロットコンビネーションが4 ポール 3

スロット （4 P 3 S ) のモータに適用 してもよい。この場合、ティ一スピッ

チは電気角で 2 4 0 度となるので、第 1ティース群 2 4 と第 2 ティース群 2

5 における同相のピッチ間隔を 1 . 5 ティ一スピッチずらし、電気角で 3 6

0 度 （2 4 0 度 ズ 1 . 5 ティースピッチ）のずれとする。さらに、第 1巻線

群 2 7 と第 2 巻線群 2 8 の巻線 2 3 の巻き方向を互いに同一とし、電気角で

略 0 度に配置することで、 3 6 0 度 （ティースピッチによるずれ）_ 0 度 （

巻き方向によるずれ）= 3 6 0 度 = 0 度 （電気角）となり、同相同士の電気

角を略一致させることができる。

[0037] また図 1 0 ( c ) に示すように、スロットコンビネーションが 8 ポール 9

スロット （8 P 9 S ) のモータに適用 してもよい。この場合、ティ一スピッ

チは電気角で 1 6 0 度となるので、第 1ティース群 2 4 と第 2 ティース群 2

5 における同相のピッチ間隔を4 . 5 ティ一スピッチずらし、電気角で 7 2



0 度 （1 6 0 度 X 4 . 5 ティースピッチ）のずれとする。さらに、第 1巻線

群 2 7 と第 2 巻線群 2 8 の巻線 2 3 の巻き方向を図 1 0 ( c ) に示すように

互いに同一とし、電気角で略 0 度に配置することで、 7 2 0 度 （ティ一スピ

ツチによるずれ）_ 0 度 （巻き方向によるずれ）= 7 2 0 度 = 0 度 （電気角

) となり、同相同士の電気角を略一致させることができる。

[0038] また図 1 0 ( d ) に示すように、スロットコンビネーションが 1 0 ポール

9 スロット （1 0 P 9 S ) のモータに適用 してもよい。この場合、ティース

ピッチは電気角で 2 0 0 度となるので、第 1ティース群 2 4 と第 2 ティース

群 2 5 における同相のピッチ間隔を4 . 5 ティースピッチずらし、電気角で

9 0 0 度 （2 0 0 度 X 4 . 5 ティースピッチ）のずれとする。さらに、第 1

巻線群 2 7 と第 2 巻線群 2 8 の巻線 2 3 の巻き方向を図 1 0 ( d ) に示すよ

うに互いに反対とし、電気角で略 1 8 0 度ずれるように配置することで、 9

0 0 度 （ティースピッチによるずれ）_ 1 8 0 度 （巻き方向によるずれ）=

7 2 0 度 = 0 度 （電気角）となり、同相同士の電気角を略一致させることが

できる。

[0039] また図 1 0 ( e ) に示すように、スロットコンビネーションが 1 0 ポール

1 2 スロット （1 0 P 1 2 S ) のモータに適用 してもよい。この場合、ティ

—スピッチは電気角で 1 5 0 度となるので、第 1ティース群 2 4 と第 2 ティ

—ス群 2 5 における同相のピッチ間隔を2 . 5 ティースピッチずらし、電気

角で 3 7 5 度 （1 5 0 度 X 2 . 5 ティースピッチ）のずれとする。さらに、

第 1巻線群 2 7 と第 2 巻線群 2 8 の巻線 2 3 の巻き方向を図 1 0 ( e ) に示

すように互いに同一とし、電気角で略 0 度に配置することで、 3 7 5 度 （テ

ィ一スピッチによるずれ）_ 0 度 （巻き方向によるずれ）= 3 7 5 度 （ 0

度）となり、同相同士の電気角を近傍範囲内とすることができる。

[0040] また図 1 0 ( f ) に示すように、スロットコンビネーションが 1 4 ポール

1 2 スロット （1 4 P 1 2 S ) のモータに適用 してもよい。この場合、ティ

—スピッチは電気角で 2 0 度となるので、第 1ティース群 2 4 と第 2 ティ

—ス群 2 5 における同相のピッチ間隔を2 . 5 ティースピッチずらし、電気



角で 5 2 5度 （2 1 0 度 X 2 . 5 テ ィースピッチ）のずれとする。さらに、

第 1巻線群 2 7 と第 2 巻線群 2 8 の巻線 2 3 の巻 き方向を図 1 0 ( f ) に示

すように互いに反対 とし、電気角で略 1 8 0 度ずれるように配置することで

、 5 2 5度 （テ ィースピッチによるずれ） _ 1 8 0 度 （巻 き方向によるずれ

) = 3 4 5度 （ 0 度）とな り、同相同士の電気角を近傍範囲内とすること

ができる。

[0041 ] 以上のスロッ トコンビネーシ ョンのモータに適用 しても、上記第 1 の実施

形態 と同様の効果を得ることができる。

[0042] ( 3 ) リニアモータに適用する場合

上述 した第 1の実施形態及び変形例に係る構成は、 リニアモータにも適用

することが可能である。本変形例について図 1 1 を用いて説明する。

[0043] 本変形例では、モータ 2 0 0 が リニアインダクシ ョンモータである場合を

—例 として説明する。図 1 1 に示すように、モータ 2 0 0 は、磁気的空隙 S

を介 して図 1 1中左右方向に相対移動可能に対向配置された固定子 2 2 0 と

可動子 2 0 を備えている。

[0044] 固定子 2 2 0 は、平板状のヨーク 2 2 1 と、 ヨーク 2 2 1か ら磁気的空隙

S側に突出 して設けられた複数のテ ィース 2 2 2 と、各テ ィース 2 2 2 ごと

に集中巻 き方式で巻 き付けられた複数の巻線 2 2 3 とを有 している。複数の

テ ィース 2 2 2 は、相対移動方向 （図 1 1中左右方向）に並列された複数の

テ ィース 2 2 2 か らなるテ ィース群 2 2 4 ， 2 2 5 (図 1 1ではテ ィース群

2 2 4 のみ図示。）が相対移動方向に垂直な方向 （図 1 1中紙面に垂直な方

向）に複数列並べ られて構成され、相対移動方向に垂直な方向に隣 り合 う第

1テ ィース群 2 2 4 と第 2 テ ィース群 2 2 5 は、相対移動方向に 1 / 2 テ ィ

—スピッチずれて配置されている。 また、第 1テ ィース群 2 2 4 に巻 き付け

られた第 1巻線群 2 2 7 と、第 2 テ ィース群 2 2 5 に巻 き付けられた第 2 巻

線群 2 2 8 (図示省略）は、巻線 2 2 3 の巻 き方向がモータ 2 0 0 のスロッ

卜コンビネーシ ョンに応 じて決定され、同相同士の電気角が略一致するよう

に配置されている。さらに、各テ ィース 2 2 2 の磁気的空隙 S側の先端には



、前述の実施形態と同様に、図示 しない磁束交差部材 2 2 6 がそれぞれ設け

られている。

[0045] —方、可動子 2 0 は、銅又はアルミ製の二次側導体 2 1 1 と、この二次

側導体 2 の磁気的空隙S とは反対側に固定された鉄板 2 2 とを有 して

いる。固定子 2 2 0 と鉄板 2 1 2 との間で磁気回路を構成 し、二次側導体 2

1 に磁束を通過させることにより、二次側導体 2 1 1 に渦電流を発生させ

、この二次側導体 2 1 1 を通過する磁束と渦電流により発生する磁束から生

ずる電磁力が可動子 2 0 の推力として作用する。

[0046] リニァモータに適用 した本変形例においても、上記第 1 の実施形態と同様

の効果を得ることができる。

[0047] < 第 2 の実施形態>

次に、第 2 の実施形態について図面を参照 して説明する。上記第 1 の実施

形態では、ティース 2 2 の先端に磁束交差部材 2 6 を設け、第 1巻線 2 3 に

鎖交する第 1磁束と第 2 巻線 2 3 に鎖交する第 2 磁束とを交差させて、磁束

密度分布の 2 次成分を相殺する構造としたが、これに限定されない。第 2 の

実施形態は、二次側導体に複数のスリットを設けることで、磁束密度分布の

2 次成分により発生する誘起電圧を相殺するものである。

[0048] < 2 - . モータの構成>

本実施形態に係るモータ 1 0 0 A の全体構成について説明する。本実施形

態でも、上記第 1 の実施形態と同様に、モータ 1 O O A が 3 相交流を用いた

回転型のインダクションモータであり、断面のスロッ卜コンビネーションが

永久磁石同期モータで言うところの 2 ポール 3 スロット （2 P 3 S ) である

場合を一例として説明する。

[0049] 図 1 2 及び図 1 3 に示すように、固定子 2 0 は、円筒状のヨーク2 1 と、

ヨーク2 1 から磁気的空隙S側 （半径方向内側）に突出して設けられた複数

(この例では 1 2 ) のティース 2 2 A と、各ティース 2 2 A ごとに集中巻き

方式で巻き付けられた複数 （この例では 1 2 ) の巻線 2 3 とを有 している。

ヨーク2 1 とティース 2 2 A は、鋼板を軸方向に積層することで形成されて



いる。複数のテ ィース 2 2 A は、 円周方向に並列された複数 （この例では 6

) のテ ィース 2 2 A か らなるテ ィース群 2 4 ， 2 5 が軸方向に複数列 （この

例では 2 列）並べ られて構成 されている。本実施形態では、各テ ィース 2 2

A の磁気的空隙 S 側の先端 に磁束交差部材は設 け られてお らず、各テ ィース

2 2 A は角柱状 に形成 される。

[0050] 以下、軸方向一方側 （図 1 2 中右側）のテ ィース群 を第 1 テ ィース群 2 4

、軸方向他方側 （図 1 2 中左側）のテ ィース群 を第 2 テ ィース群 2 5 と呼称

する。図 1 4 に示すように、相対移動方向に垂直な方向 （回転軸 1 の軸方向

。図 1 4 中上下方向）に隣 り合 う第 1 テ ィース群 2 4 と第 2 テ ィース群 2 5

は、相対移動方向 （円周方向。図 1 4 中左右方向）に 1 Z 2 テ ィース ピッチ

ずれて配置 されている。なお、図 1 4 は、説明の便宜のため、 円周方向に配

置 された各テ ィ一ス 2 2 等 を平面上 に配置 した状態で示 している。

[0051 ] モータ 1 0 O A が有する複数の巻線 2 3 は、第 1 テ ィース群 2 4 に巻 き付

け られた第 1 巻線群 2 7 と、第 2 テ ィース群 2 5 に巻 き付 け られた第 2 巻線

群 2 8 を有 している。 これ ら第 1 巻線群 2 7 と第 2 巻線群 2 8 とは、巻線 2

3 の巻 き方向がモータ 1 0 0 のスロッ 卜コンビネ一シ ョンに応 じて決定され

、同相同士の電気角が略一致するように配置 されている。具体的には、 モ一

タ 1 0 0 のスロッ 卜コンビネ一シ ョンは上述 したように断面のスロッ トコン

ビネ一シ ヨンが永久磁石同期 モータで言 うところの 2 ポール 3 スロッ 卜 （2

P 3 S ) であるため、図 1 4 に示すように、第 1 巻線群 2 7 と第 2 巻線群 2

8 の巻線 2 3 の巻 き方向は互いに反対 となる。 また、図 1 4 に示すように、

第 1 テ ィース群 2 4 と第 2 テ ィース群 2 5 の同相のテ ィース ピッチは、互い

に電気角で略 1 8 0 度 ずれるように配置 されている。 このように、第 1 巻線

群 2 7 と第 2 巻線群 2 8 とは、巻 き方向が反対である同相の巻線 2 3 が電気

角で略 1 8 0 度 ずれて、第 1 テ ィース群 2 4 と第 2 テ ィース群 2 5 の同相の

テ ィース ピッチは、互いに電気角で略 1 8 0 度 ずれるように配置 される結果

、 1 8 0 度 （巻 き方向によるずれ） _ 1 8 0 度 （テ ィース ピッチによるずれ

) = 0 度 とな り、同相同士の電気角が略一致する配置 とな っている。



[0052] 回転子 1 0 は、円環状の鋼板が軸方向に積層されて形成された積層鉄心体

1 1 と、この積層鉄心体 1 1 の外周に固定された銅又はアルミ製の円筒導体

1 A (二次側導体の一例に相当）とを有 している。図 1 3 に示すように、

円筒導体 1 2 A は、相対移動方向に垂直な方向 （回転軸 1 の軸方向。図 1 3

中紙面に垂直な方向）に沿った複数のスリッ卜3 1 を備える。各スリッ卜3

1 は、円筒導体 1 2 A を半径方向に貫通 して形成され、円筒導体 1 2 A の円

周方向全体に亘つて略等間隔に配置される。

[0053] スリット3 1 を備えた円筒導体 1 2 A は、円筒状の導体に丸鋸等を用いて

切削により形成されてもよいし、スリット3 1 に対応する凹部を有する棒状

の導体を円周方向に並べることで形成されてもよい。これらの場合、各スリ

ッ卜3 1 は空隙となる。また、棒状の導体と絶縁体を円周方向に積層するこ

とで、絶縁体部分をスリツ卜3 としてもよい。この場合、各スリット3 1

には絶縁体が充填された状態となる。モータ 1 0 O A の上記以外の構成は、

前述 したモータ 1 0 0 と同様である。

[0054] < 2 - 2 . 円筒導体で発生する誘起電圧>

次に、図 1 5 を用いて、スリット3 1 の機能について説明する。なお、図

1 5 では、説明の便宜のため、円筒導体 1 2 A を板状とした状態で示 してい

る。また、図 1 5 中の矢印の長さは誘起電圧の大きさを示す。

[0055] 図 1 5 ( a ) において、図中手前側の領域 1 2 A 1 は第 1ティース群 2 4

に巻き付けられた第 1巻線群 2 7 に対応 し、図中奥側の領域 1 2 A 2 は第 2

ティース群 2 5 に巻き付けられた第 2 巻線群 2 8 に対応する。第 1ティース

群 2 4 と第 2 ティース群 2 5 とが、相対移動方向 （図 1 5 中左右方向）に 1

/ 2 ティースピッチずれて配置されることにより、円筒導体 1 2 A の各領域

A , 1 2 A 2 に発生する誘起電圧は、図 1 5 ( a ) に示すような分布

となる。そして、スリット3 1 を設けることにより、各スリット3 1 間にお

ける円筒導体 1 2 A の各電流経路において、 2 次成分により発生する誘起電

圧が相殺され、 1次成分により発生する誘起電圧のみを取り出すことが可能

となる。その結果、図 1 5 ( b ) に示すように、円筒導体 1 2 A 中に発生す



る誘起電圧の分布は正弦波に近い形状となる。

[0056] < 2 - 3 . 回転子速度 （可動部速度）に対する トルク （推力）の解析結

果>

本願発明者等は、 2 つのモデルA ，C について、回転子速度に対する トル

クの検討を行った。ただ し、解析の便宜上、本願発明者等はリニアモータと

して解析を行っており、可動部速度に対する推力について解析 している。こ

の解析結果について、図 1 6 及び図 1 7 を用いて説明する。なお、図 1 6 で

は説明の便宜上、円筒導体を板状に図示 している。

[0057] 図 1 6 ( a ) に示すモデルA は、図 5 ( a ) に示 したものと同様である。

そして、円筒導体 1 2 にはスリットは設けられていない。一方、図 1 6 ( b

) に示すモデルC は、モデルA と同様のスロットコンビネーションである、

本実施形態に対応 したティ一ス及び巻線の形状をモデル化 したものである。

すなわち、モデルC では、第 1ティース群 2 4 と第 2 ティース群 2 5 は、相

対移動方向に 1 / 2 ティースピッチずれて配置されている。また、第 1巻線

群 2 7 と第 2 巻線群 2 8 の巻線 2 3 の巻き方向は互いに反対であり、同相の

巻線 2 3 (巻き方向は反対）は互いに電気角で略 1 8 0 度ずれるように配置

されている。そして、各ティース 2 2 は角柱状であり、円筒導体 1 2 A には

、相対移動方向に垂直な方向に沿った複数のスリッ卜3 1 が設けられている

[0058] 図 1 7 ( a ) に、モデルA の可動部速度に対する推力の解析結果を示す。

図 1 7 ( a ) に示すように、モデルA では、可動部速度が 2 . 4 m/ s であ

る場合の推力が可動部速度が 0 m/ s である場合の推力の約 2 0 %以下とな

つており、推力が大幅に低下 している。すなわち、集中巻きを採用 したイン

ダクシヨンモータでは、回転子速度 （可動部速度）が大きくなるにつれて 卜

ルク （推力）が低下することが分かる。前述の図 6 ( b ) に示すように、モ

デルA では、磁束密度分布が 1次成分のみならず、高調波成分を含む。 した

がって、このように推力が低下する原因は、主に推力に寄与する 1次成分と

は次数の異なる高調波成分にあると推測される。つまり、 1次成分と2 次成



分の進行方向は逆方向であるので、回転子速度 （可動部速度）を変化させる

場合には、 1 次成分に対するすべ り周波数 と 2 次成分に対するすべ り周波数

のどち らか しか一定にはできない。 このため、 1 次成分に対するすべ り周波

数 を一定 と して回転子速度 （可動部速度）を変化させた場合、 2 次成分につ

いては回転子速度 （可動部速度）の変化につれてすベ り周波数 も変化 してお

り、 2 次成分が推力に与える影響が変化 して トル ク （推力）が低下 している

と考 え られる。

[0059] —方、図 1 7 ( b ) に示すように、モデル C では、可動部速度 を O m / s

か ら2 . 4 m / s に変化させても推力の低下がほとんど生 じていない。 これ

は、モデル C では、 1 次成分のみが推力に寄与 し、 2 次成分が推力に与える

影響が排除されているか らだと考 え られる。 したがって、円筒導体 1 2 A に

ス リッ ト3 1 を設けることにより、磁束密度の 2 次成分により発生する誘起

電圧を相殺できることが分かる。

[0060] < 2 - 4 . 第 2 の実施形態の効果>

本実施形態のモータ 1 0 0 A では、円筒導体 1 2 A が相対移動方向に垂直

な方向に沿 った複数のス リッ ト3 1 を備える。 これにより、磁束密度の 2 次

成分により発生する誘起電圧が相殺され、円筒導体 1 2 A 中に発生する誘起

電圧の分布を正弦波に近い形状 とすることができる。つまり、本実施形態に

よれば、第 1 の実施形態のようにテ ィース 2 2 の先端 に磁束交差部材を設け

ずに、円筒導体 1 2 A にス リツ 卜3 を設けることによって、正弦波に近い

磁束密度分布を作 り出 したのと同様の効果を得 ることができる。その結果、

レアァ一スフ リ一化に好適なモータであるインダクシ ョンモータや同期 リラ

クタンスモータに集中巻 きを適用することが可能 とな り、モータを小型化 し

つつ、 レアアースフ リー化を図ることができる。 また、集中巻 きのインダク

シ ョンリニアモータを実現できるので、分布巻 きのィンダクシ ョンリニアモ

—夕に比べて、 1 次側の銅損 を低減でき、組立工数 を削減できる効果もある

[0061 ] < 2 - 5 . 変形例 >



なお、上記第 2 の実施形態に限られるものではなく、その趣旨及び技術的

思想を逸脱 しない範囲内で種々の変形が可能である。例えば、図 1 8 に示す

ように、上述 した第 2 の実施形態に係る構成は、 リニアモータにも適用する

ことが可能である。このモータ2 0 0 A では、可動子 2 1 0 の二次側導体 2

A は、相対移動方向に垂直な方向 （図 1 8 中紙面に垂直な方向）に沿つ

た複数のスリット2 3 1 を備える。各スリット2 3 1 は、二次側導体 2

A を貫通 して形成され、二次側導体 2 1 1 A の相対移動方向全体に亘つて略

等間隔に配置される。モータ2 0 0 A のその他の構成は、図 1 1 に示すモ一

タ2 0 0 と同様である。 リニアモータに適用した本変形例においても、上記

第 2 の実施形態と同様の効果を得ることができる。

[0062] また、上記第 2 の実施形態に係る構成は、第 1の実施形態の同様に、図 1

0 に示す種々のスロッ卜コンビネ一ションのモータに適用することが可能で

ある。

[0063] また、以上の第 1及び第 2 の実施形態では、モータがインダクションモ一

タである場合を一例として説明したが、これに限らず、 リラクタンスモータ

にも適用することが可能である。また以上では、相対移動方向に垂直な方向

に隣り合う第 1ティース群と第 2 ティース群が相対移動方向に 1 / 2 ティ一

スピッチずれて配置 した構成を、固定子側に設けた場合を一例として説明し

たが、これに限らず、可動子側に設けてもよい。

[0064] また上記第 1及び第 2 の実施形態では、モータが、回転子 1 0 を固定子 2

0 の内側に備えたィンナ一ロータ型である場合を一例として説明したが、回

転子 1 0 を固定子 2 0 の外側に備えたアウターロータ型のモータに対 しても

適用可能である。

[0065] また、以上既に述べた以外にも、上記実施形態や各変形例による手法を適

宜組み合わせて利用しても良い。

[0066] その他、一々例示はしないが、本発明は、その趣旨を逸脱 しない範囲内に

おいて、種々の変更が加えられて実施されるものである。

符号の説明



磁気的空隙

回転子 （可動子）

A 円筒導体 （二次側導体）

固定子

ヨー ク

テ ィ一 ス

A テ ィ一 ス

巻線、第 1 巻線、第 2 巻線

第 1 テ ィー ス群

第 2 テ ィー ス群

磁束交差部材

第 1 巻線群

第 2 巻線群

磁束交差部材

ス リッ ト

0 モ ー タ

0 A モ ー タ

0 モ ー タ

0 A モ ー タ

0 可動子

A 二次側導体

0 固定子

ヨー ク

2 テ ィ一 ス

3 巻線

4 第 1 テ ィー ス群

7 第 1 巻線群
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請求の範囲

[ 請求項 1] 磁 気的空隙を介 して相対移動可能 に対向配置 された固定子 と可動子

を備 えたモータであ って、

前記固定子及び前記可動子のいずれか一方は、

ヨークと、

前記 ヨークか ら前記磁気的空隙側 に突出 して設 け られた複数のテ ィ

—スと、

前記テ ィ一スごとに集中巻 き方式で巻 き付 け られた複数の巻線 と、

を有 し、

前記複数のテ ィースは、

相対移動方向に並列された複数のテ ィースか らなるテ ィース群が前

記相対移動方向に垂直な方向に複数列並べ られて構成 され、前記相対

移動方向に垂直な方向に隣 り合 う第 1 テ ィー ス群 と第 2 テ ィー ス群 は

、前記相対移動方向に 1 / 2 テ ィ一ス ピッチずれて配置 されている

ことを特徴 とするモータ。

[ 請求項2] 前記複数の巻線 は、

前記第 1 テ ィース群 に巻 き付 け られた第 1 巻線群 と、前記第 2 テ ィ

ース群 に巻 き付 け られた第 2 巻線群 を有 し、前記第 1 巻線群 と前記第

2 巻線群の巻線の巻 き方向はモータのスロッ 卜コンビネ一シ ョンに応

じて決定され、同相同士の電気角が略一致又は近傍範囲内となるよう

に配置 されている

ことを特徴 とする請求項 1 に記載のモータ。

[ 請求項3] 前記複数のテ ィースの先端 にそれぞれ設 け られ、前記第 1 巻線群 を

構成する第 1 巻線 に鎖交する第 1 磁束 と前記第 2 巻線群 を構成する第

2 巻線 に鎖交する第 2 磁束 とを交差 させるための磁束交差部材 をさ ら

に有する

ことを特徴 とする請求項 2 に記載のモータ。

[ 請求項4] 前記磁束交差部材は、



前記第 1 巻線及び前記第 2 巻線の一方 に対応する前記テ ィースの先

端か ら他方 に対応する前記テ ィースの先端 に向けて形成 された複数の

櫛歯 を有する櫛歯状部材である

ことを特徴 とする請求項 3 に記載のモータ。

[ 請求項 5] 前記櫛歯の数 は、奇数である

ことを特徴 とする請求項 4 に記載のモータ。

[ 請求項 6] 前記磁束交差部材は、

前記第 1 巻線 に対応する前記テ ィースの先端 と前記第 2 巻線 に対応

する前記テ ィースの先端 を接続する板状部材である

ことを特徴 とする請求項 3 に記載のモータ。

[ 請求項7] 前記固定子及び前記可動子のいずれか他方は、

前記相対移動方向に垂直な方向に沿 った複数のス リッ 卜を備 えた二

次側導体 を有する

ことを特徴 とする請求項 1 又 は 2 に記載のモータ。
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